
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

788 ○ 管理経費

分野別目標 2 ○ 法定受託事務

政 策 3

施 策 1

基本方針 3

新規 主な事務事業

Ｈ２５

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 宮﨑　久　435-1329 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

6,364 3,768 1,926 1,926 1,926

- - -69.7% 0.0% 0.0%

26,769 27,215 27,215 27,215 27,215

26,769 27,215 27,215 27,215 27,215

6,364 3,768 1,926 1,926 1,926
3.58 3.58 3.58 3.58 3.58

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 5 5 5 5

実績値 5

全体目標値 5 全体目標達成度 100.0% 年度別達成度 100.0%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 5 5 5 5

実績値 5

全体目標値 5 全体目標達成度 100.0% 年度別達成度 100.0%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

単位

実
施
内
容

子ども・子育て会議を開催し
ニーズ調査の結果を踏まえ、
各事業の設備・運営等の基準
を検討し、計画の策定を行
う。

ニーズ調査の結果を受け、計
画を策定、条例を制定し、２
７年４月の子ども・子育て支
援新制度の施行に向け準備を
行う。

公立保育所・幼稚園の幼保連
携型認定こども園への移行計
画の推進。子育て支援サービ
スの進捗状況の検証を行う。

公立保育所・幼稚園の幼保連携
型認定こども園への移行計画の
推進、子育て支援サービスの進
捗状況の検証を行う。

公立保育所・幼稚園の幼保連
携型認定こども園への移行計
画の推進。子育て支援サービ
スの進捗状況の検証を行う。

平成29年度

計画

0.0%

27,215

事業費 1,926

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

子ども・子育て会議開催予定数

指標名及び達成状況

国庫支出金

幼稚園と保育所の幼保連携型制度を推進
（認定子ども園拡充）

県支出金

27,215

人件費

常勤職員

非常勤職員

需用費　１，０３９千円

3.58

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位

1,926一般財源（税等）

市　　債

5

5

主な予算内訳

子ども・子育て会議開催数

単位

単位

事業進捗管理シート

子ども・子育て支援事業（子ども・子育て支援新制度）
事業区分(1)

事業経費

その他

子育て支援の充実

個人を尊重し、人々がともに助け合う優しいまち

その他

款

事業種別

子どもが健やかに育つことができる環境づくり

事業区分(2)
自治事務

子育て支援の充実

児童福祉費

目 児童福祉総務費

一般会計

民生費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

児童福祉総務費

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

子ども・子育て関連３法

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
平成２７年４月に子ども・子育て支援新制度が施行されるに伴い、質の高い幼児期の学校教育・保
育の総合的な提供、保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実を目指し、市民への
ニーズ調査を踏まえ、子ども・子育て会議において各事業の設備・運営等の基準を決定し、計画を
策定、条例を制定する。公立保育所・幼稚園においては、幼保連携型認定こども園に移行。適正配
置を検討し、地域において中心的な役割を担う施設として設置する。また、地域の子ども・子育て
支援サービス適正量を検討し、充実した支援サービスを行う。

子どもが健やかに成長のできる社会の実現を目指し、①質の高
い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供②保育の量的拡大・
確保③地域の子ども・子育て支援の充実を図る。

子育て支援課

保育こども園課・地域保健課・青少年課・こども総合支援センター 産業を元気に

会計

平成２９年度

子ども・子育て支援事業事項

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


